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ケア空間の多元化としての子ども食堂 
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１ はじめに 
本稿の目的は、昨今急激に増加している子ども食堂の活動が、家庭外に子どもへの食事提
供をする空間を創出したことに注目し、子ども食堂が子ども・子育て支援に与えうる可能性
について検討することにある。 
 子ども食堂は、2012 年に始まった「こどもが一人で安心して来られる無料または低額の
食堂」（湯浅 2017: 70）である。2019 年 11 月には 3718 ヶ所にまで増加し(1)、社会現象に
なっている（湯浅 2019、加藤 2019）。 
子ども食堂の魅力の 1 つは多様な活動形態にあるが、子どもに食事を提供することが共
通の要素となっている。この共通要素である子どもの食支援に注目し、限定的ではあるが子
ども食堂を、「子どもの食事空間の増設」により、家族内からの「食の移動」を引き起こす
活動と捉える。そして、「子どもの食事空間の増設」を図りながら子どもの食支援をするこ
とを、「ケア空間多元化モデル」（藤間 2019）に着想を得ながら検討し、子ども食堂の新た
な側面を捉えられることを試みたい。 
具体的には、子ども食堂の現状や先行研究を概観し（2 節）、子育てや家族の食事にまつ
わる人びとの意識の現状や形成について整理したのち（3 節）、子ども食堂を「子どもの食
事空間の増設」と位置づけ（4 節）、子ども食堂が子ども・子育て支援に与える可能性につ
いて示唆する（5 節）。 
 
２ 急速に広がる子ども食堂 
2.1 昨今の子ども食堂の動向 
2012 年に始まった子ども食堂は、その翌年 21 か所であったが、2016 年 319 か所、2018
年には 2000 ヶ所を超え、前述したように現在は 3000 ヶ所を超える勢いで広がっている民
間発の地域活動である。 
子ども食堂の活動形態は多様である。活動頻度としては、月に 1 度などの低頻度のとこ
ろから毎日開催する団体もあるし、開催時間も週末の日中や平日の夜など多岐にわたって
いる。利用者も子どもだけでなく高齢者など誰でも参加出来るオープン型や特定の子ども
を対象にするクローズ型もある（湯浅 2017:76-78）。担い手も、子育て世代からシニア世代、
学生、単身者など幅広い。共通していることは、前述したように子どもに食事の提供をして
いることである。 
活動の広がりの背景の 1 つには子どもの相対的貧困への関心があった。活動を広げる後
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押しとしては、活動者の連絡会として「こども食堂ネットワーク」の活動や、活動普及のた
めの全国各地でのイベント開催、厚生労働省からの活動協力要請への通知の発出などがあ
る（七星 2018）。昨今は各地域のみならず、全国規模の中間支援組織も立ち上がり活動支
援を行っている(2)。また、企業からの支援(3)や、徐々にではあるが、自治体や社会福祉協議
会、学校との連携も広がってきている。さらに「休眠預金等活用法」での民間公益活動の促
進における新規企画支援事業において、「こども食堂サポート機能設置事業」が採択されて
いる（JANPIA HPより）。活動者が意図していたかどうかに関わらず、活動を取り巻く環
境としては、活動の継続性と拡大を目指した支援が広がっている。 
 
2.2 子ども食堂研究 
 子ども食堂の研究は当初は実践報告も多かったが、子ども食堂の意義（和田 2016、柏木
2017）や活動が広がる背景（七星 2018）、実践者による子ども食堂の効果の評価（町田ら 
2018）、「地域共生社会」実現の際の子ども食堂の役割（加藤昭宏 2018）、食事提供の現状
（廣繁、高増 2019）、子ども食堂に対する小中学生の保護者の認識（黒谷ほか 2019）など
さまざまな視点で子ども食堂を捉える試みがなされている。子ども食堂の意義としては、活
動の契機でもあり、多くの人の関心を集めた「子どもの貧困対策」があり、さらに「地域交
流拠点」や「地域づくり」に広がっていることについて概ね理解を得られつつある。ただ、
子ども食堂の「活動頻度等から貧困対策として疑問視する声、不十分な貧困施策を補完させ
たい国の思惑、貧困対策と対置させた地域交流に活路を見出そうとする考えなどから、子ど
も食堂の機能を巡って混乱も見受けられる」（加藤悦男 2019:46）という指摘もある。 
 「子どもの貧困対策」と「地域交流拠点」の関係について湯浅誠は、子ども食堂は「当初
から「地域交流拠点」と「子どもの貧困対策」の 2 本足で立ち、その立脚点は最初期から今
に至るまで変わっていない」（湯浅 2019:15）と言っている。子ども食堂活動の理論化を試
みた竹中裕二は、子ども食堂が貧困支援の一義的な手段にはなり得ないが、社会福祉学の視
点から「「地域づくり」と「貧困世帯の対策」という二つは、「地域づくり」への志向性が結
果的に「貧困世帯の支援」を達成し得る、並列的な論点であるというよりも垂直的・包括的
な関係だと考えられるべきだろう」（竹中 2018:59）と論じている。「貧困世帯への支援」を
地域課題の 1 課題として相対化し、地域の主体性を確保しながら、行政か民間かという二
項対立でない子ども食堂の役割や協働について考えることを指摘している。加藤悦雄は「子
どもの権利に基づく貧困の定義を活用することで、ひとつは貧困の烙印（スティグマ）を付
与することなく、子ども食堂が子どもの貧困問題をはじめとする生活困難に多角的に向き
合えること、いまひとつは子どもの貧困解消に向けた国家の義務と子ども食堂の機能を切
り分けて考えることが可能になる」（加藤悦雄 2019:102）と論じている。そして、財政措置
という国家の責務とは分離しながらも、子どもの貧困問題によって生じる「現在を生きる子
どもたちの生活内容や経験を乏しくさせていく危険性」（加藤悦雄 2019:49）に対してこそ
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「子ども食堂などを通じて第三者が子どもの育ちに直接に関与する意義が認められる」（加
藤悦雄 2019:50）と指摘する。 
このように子ども食堂は「子どもの貧困問題」解決の第一義的手段にはなり得ず、「子ど
もの貧困対策」が前面に出ることは利用者である子どもに影響がある。しかし、「子どもの
貧困問題」は、子ども食堂の活動を推し進めたイシューでもあり、事実、日本には子どもの
貧困問題がある。そのため先行研究では、子ども食堂が子どもの貧困問題に対してどの部分
を担うことができ、どのような枠組みで論じることが有効なのかということを模索してい
ることがうかがえる。 
ところで、子ども食堂では子どもへの食事提供を通じて子どもの支援を行っているわけ
だが、子ども食堂を親子で利用している人たちもいる。湯浅は「母親たちが子どもにつきっ
きりの状態から解放されて一息つける時間と空間を提供することを通じて虐待予防の機能」
（湯浅 2019:21）があることにも言及している。子ども食堂の利用により、たとえ 1 食で
あっても子どもの食事の世話の代替があることや、母子だけで食事をとることの閉塞感か
らの解放などは、子育て支援の側面をもつ。子ども支援や子育て支援は、「子育てが家族の
責任だけで行われるのではなく、社会全体によって取り組む、「子育ての社会化」」（内閣府 
2005:185）という近年の重要な政策課題に関連している。子ども食堂がそもそも子どもの
支援活動であることにも関係していると考えられるが、先行研究では、子ども食堂の子ども
支援や子育て支援という側面に注目しているものは、管見の限り、子育て支援活動もしてき
た生活協同組合から子ども食堂が立ち上がっていることの報告（近本 2019）や子どもの支
援者として子ども食堂実践者に求められること（清水・岡本 2018）、子育て支援特集に子
ども食堂の取り組みが紹介されている程度である。 
そこで本稿では、子ども食堂の意義に「子どもの貧困対策」と「地域交流拠点」や「地域
づくり」の 2 つがあることを共有しながらも、子どもに食事を提供するという子ども・子育
て支援の側面に着目し考察をしていく。 
 
３ 子育てにまつわる根強い意識 
3.1 子ども・子育て支援におけるジレンマ 
政府による子育て支援を概観しておくと、1990 年の「1.57 ショック」により少子化の社
会問題化に端を発し、1994 年に「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について」
（エンゼルプラン）、1991 年には「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画につい
て」（新エンゼルプラン）が策定され、保育所や子育て支援センターの拡大などが図られて
いった。その後、2003 年には「少子化社会基本法」が制定され、2004 年，2010 年、2015
年には「少子化社会対策大綱」が策定される。2012 年には「子ども・子育て支援法」が制
定され、2015 年から「子ども・子育て支援新制度」が施行されている(4)。「これまでの「少
子化対策」から「子ども・子育て支援」へと視点を移し」（内閣府 2010）、前述したように
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「子育てが家族の責任だけで行われるのではなく、社会全体によって取り組む、「子育ての
社会化」」（内閣府 2005:185）が展開されている。 
このような子育て支援の政策に関わる研究としては、1980 年代には子育ての主な担い手
であった母親たちが育児に不安やストレスを抱えていることが明らかになり、母性愛神話
など母親と子育ての結びつきを相対化し、子育てを分かち合い支える仕組みづくりの必要
性が訴えられた（大日向 2005:ⅴ-ⅵ）。子育ての役割が母のみに集中と独占された状況では
「家族内外で、母親の子どもへの影響を相対化する仕組みがなくなっている」（渡辺 1999: 
181）という指摘にもあるように、母親だけの子育ての困難さと問題が明らかになり、子育
て支援の必要性への理解が広がっていった。 
その後、子育て支援の実際を通じて、「子育てが家族の責任だけで行われるのではなく、
社会全体によって取り組む」という理念と実態のズレに注目が集まっていく。子育てに限ら
ないケア・支援の社会学の動向を追った井口高志は「ケアの「社会化」という動きをもたら
したのは、すべてを外部が担うものではなく、家族のケア役割や責任意識が残ったまま分担
しなくてはならないという事態」（井口 2010:171）であるという。それは子育て支援におい
ても同様で、松木洋人は子育て支援の支援者（施設型、保育ママ、ひろば型）を対象にした
調査より「子どものケアという実践を「家族」成員以外の者が担う場合においても、その当
の実践は「家族」が子どものケアを担うという論理によって支えられている。実践とその担
い手は変化していても、それを支えている家族に関わる規範的理論は持続している」（松木 
2013:221）と指摘している。井上清美はファミリー・サポート事業の調査より、「制度的な
レベルでは近代的母親規範の相対化が進行」（井上 2013:285）していたが、「子どもをあず
ける―あずかる」という相互行為に関する語りから見えてくるのは、「母親が子育ての中心
であるとする近代的母親規範が根強く存在し、それぞれの意識や行為を規定している」（同）
と論じる。清水美紀は、子育ての「責任」と「遂行」という位相から「子育てをめぐって交
わされている「責任」と「遂行」の議論には、子育ての公共性が主張されながら、子育てを
めぐる公的領域と私的領域の境界が変容されようとしている様子が映し出されている」（清
水 2019: 24）とし、子育てに関わる「責任」と「遂行」の家族と社会の担い方について「子
育ての公共性という論点から分析されることが求められている」（同）と指摘している。そ
して「預かり保育」についての調査から、①マクロレヴェル（政策言説）とミクロレヴェル
（保護者・親）では子育てのロジックの布置関係が異なる（清水 2019:218）,②「子ども」
への言及が公的領域と私的領域の再編に関わっていた（清水 2019:218）という知見を導き
出している。政策レベルでは「責任」を公私どちらの領域に位置づけるかが争点になり、ミ
クロレヴェルでは、「遂行」をどちらの領域に位置づけるかという対立軸に異なりがあった。
そして、私的領域から公的領域、公的領域から私的領域の移動の「どちらの境界をめぐって
も、「子ども」が登場していた」（清水 2019:219）という。 
これらの研究より分かることは、制度としては、子どもは家族と社会全体で育てる理念が
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広がってきているが、実態では、子どもは家族に、とくに「母親の手によるケアがもっとも
のぞましい」（井上 2013:ⅰ）という規範が根強い。そして、実態レベルでの規範の相対化
が図られることが子育ての社会化の度合いを示す 1 つになっているということである。 
 
3.2 作られた「食卓での家族団らん」という理想像 
子ども食堂は、民間の制度外の活動であり限定的ではあるが、子どもに食事を提供すると
いう子ども支援をしている。この活動が生まれたきっかけには、給食しか食べることが出来
ない子どもの存在や子どもがひとりでご飯を食べている状況等があり、そのことに心を動
かされた人たちが活動を始めている。そこには、子どもの食事は家族団らんで充分に満たさ
れるべきだという前提があると考えられる。 
実際は、子どものいる家庭でも、家族がともに食事をする機会は減っており、1980 年代
から 2010 年の間に半減したという調査報告もある（品田 2015）。「児童環境調査結果の概
要」（2001 年発行）によると、「家族そろって一緒に夕食を食べる頻度」で「毎日」と「週
4 日以上」を合わせた回答は、1996 年（平成 8 年）は、50.7％であった。2004 年（平成 16
年）より同調査と統合された「全国国民家庭児童調査」での同じ質問の回答は、2014 年（平
成 26 年）は 45.6％であった。両調査は、調査対象にややずれがあるため(5)、単純比較はで
きないが、「家族そろって一緒に夕食を食べる頻度」は、1990 年には過半数を超えていたの
が、2000 年代は過半数を下回るようになった。たしかに家族での共食の機会は減少してい
るが、「今日でもやなり食は家族関係のシンボルとして語られる」（野田 2015:171）ように、
家族と食の結びつきは強い。 
家族と食事の関係は、どのように始まったのだろうか。文化人類学者の石毛直道によると
「人類の食べ方の特徴は、「料理した食物」を食べることと、「共食」することにある」とい
う（石毛 2005:15）。他の動物たちの食行動と比較し、人類は食物の分配と料理に火を用い
たことで集団での共食が促された。その後、群れのなかに家族単位が成立し始めると、共食
と料理は家族に移行し「料理と共食の基本的集団単位としての家族がさらに強化される」
（石毛 2005:31）。食物の分配と集団で食することに加えて、火を使用した料理を食べるよ
うになったことが家族の成立に関わっていると論じている。 
では、現在のように家族、とくに子どもがいる家庭で家族が共に食事をすることが重視さ
れるようになったのはいつからなのだろうか。牟田和恵は明治期の修身教科書から「親子が
親しみあい家族が団欒を楽しむ親子の対等な情愛が明治 10 年代から 20 年代にかけて見い
だされるようになり、以後それが定着」（牟田 1996:91）したと言っている。「両親と子の密
接な小集団としての「家庭」のイメージが明確な形をとってくる。それが象徴的に表れてい
るのが食事風景」で、銘々膳で子どもだけで食事をとっていた記載が「家族の団欒の食事風
景に変わっている」（牟田 1996:93）と指摘している。 
牟田の研究をさらに進めた表真美は、日本における近代から現代までの「食卓での家族団
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らん」の意味の変遷を明治時代の総合雑誌や婦人雑誌(6)、大正期の『主婦之友』、大正期の
個人生活史、修身教科書、家事科教科書、家庭科教科書の分析より明らかにしている（表 
2010）。表は「食卓での家族団らん」を「日常の食事の場で、家族が揃い、会話を交わしな
がら、楽しく過ごすこと」としている（表 2010:13）。これは、私たちが現在でも想像出来
る家族の食事の風景でもある 
表によると、日本で初めて「食卓での家族団らん」に関する言説が登場したのは、明治 20
年の巌本善治の『通信女学講義録』（表 2010:63）に掲載された雑誌であった。その記事で
は「「西洋諸国」は食事を楽しむ習慣があるが、日本では食事中に会話を禁止するなどして、
食事の楽しみを重視しないことを嘆いている」（表 2010:63）という。現在、イメージする
ような食卓の風景は、明治 23 年の村木経策著『家政要旨』で見出される（表 2010:87）。
そこでは、「食卓での家族団らん」は世の楽しみとされ、家族の精神的結びつきをよく表す
表現もみられるため「村木による記述が、家庭科教科書における家族の食卓と団らんに関す
る記述の始点」（表 2010:89）となる。 
表は、教科書内での「食卓での家族団らん」の取り上げられ方について以下のようにまと
めている。前述したように明治 20 年代に西洋家族との比較から生まれた「食卓での家族団
らん」言説は、明治 20 年代後半には、欧化主義に反対する国家主義や良妻賢母主義的雑誌
にも登場し、「儒教的な教育と食卓での家族団らんを結びつけた記事」が登場する（表 
2010:138）。大正期から昭和初期は、家事の合理化や家庭の規律などの生活改善のための「食
卓での家族団らん」が奨励され、戦時体制下では、家族が離れたとしても心は通い合うなど
の食事の精神的意義や食事への感謝の気持ちが説かれる（表 2010:139）。ところが、戦後の
1946～1979 年までの家庭科教科書での「食卓での家族団らん」の推奨は低調となる（表
2010:143）。1980 年代になると、子どもの「孤食」や家族の「個食」なども教科書に現れ警
鐘が鳴らされるようになる。しかし、2000 年前後に再び低調になるが（表 2010:143）、2003
年以降、記述や写真、挿絵が急増しており（表 2010:144）、表の調査時では「現行のすべて
の教科書が食卓での家族団らんの効果を謳い、戦後かつてない多くのページを割いて強調
している」（表 2010:129）という。戦後の 1946～1979 年までの推奨に低調について表は、
「実際の生活も、生活習慣・生活意識にも、もっとも食卓での家族団らんが定着した時期」
（表 2010:122）で、「教育の必要度が低下したため」（表 2010:143）と分析している(7)。 
教科書の分析により見えてくるものの１つには、その時代に国家が推し進めたい教育観
がある。表は、検定の入った家事科教科書、家庭科教科書の分析から、「食卓での家族団ら
ん」の実現期を除く「明治 30 年代から今日までのすべての時代において共通するのは、国
家が理想の家族像として「食卓での家族団らん」を推し進めようとしていた。あるいはして
いることである」（表 2010:160）と指摘する。そして、「現在も多くの国民が憧れを抱き、
温かい家族の表象である食卓での家族団らんは、日本においては、国家がつくりあげて国民
にうえつけたイメージといえる」（表 2010:162）と論じる。 
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「食卓での家族団らん」像は、食事が「階層を選ばないルーティン・ワーク」（表 2010:141）
であることや、教育の中で国家の理想像として繰り返し伝播されていくことによって、現実
には家族そろった共食の実現が困難になっているにもかかわらず、いまや昔からそうであ
ったかのように、私たちに強固なイメージを与えていることがわかる。これが、子ども食堂
の活動の前提にもなっていると考えられる。 
 
４ 家族の食を開いていく子ども食堂 
4.1 近代家族からこぼれた存在としての子ども 
ここまで、教育の中で「食卓での家族団らん」が国家の理想の家族像として推奨されてき
たことを見てきたが、国家の推奨だけで「食卓での家族団らん」が実現されたわけではない。
日本の食卓生活史の聞き取り調査を行った井上忠司によると、銘々膳から移行しちゃぶ台
が普及したのは、1920 年代から 1930 年代の前半で、テーブルが普及したのは 1960 年代か
ら 70 年代の前半であった（井上 1991:70）。さらに、食事時に会話を楽しむようになった
のはテーブルの時代になってからであった（井上 1991:79）。表は、日本で「食卓での家族
団らん」のマクロ要因として国家政策、産業構造、伝統文化構造、メディアがあり、物理的
要件として、時間・空間・道具・食事内容・食の支え手の変化をあげている（表 2010:47）。
「食卓での家族団らん」は、国家による教育の中での啓蒙と構造の変化に加え、それを受け
た人びとがちゃぶ台などの物理的要件を整えて実行していくことで実現していった。 
この「食卓での家族団らん」の実現は、家族形成にどのよう影響を与えたのだろうか。表
は「食卓での家族団らん」が描かれた教科書『実用家事教科書』（明治 42 年）から「外と内
との分離、家族の情緒的絆、子ども中心主義、性別役割分業、家族の集団性を強化する団ら
んの重視」（表 2010:95）を見出している。これは、近代家族の特徴（１）家内領域と公共
領域との分離、（２）家族成員相互の強い情緒的関係、（３）子ども中心主義、（４）男は公
共領域・女は家内領域という性別分業、（５）家族の集団性の強化、（６）社交の衰退、（７）
非親族の排除、（８）核家族（落合 1989:18）のうちの 7 つの特徴にあてはまる。このこと
を表は「国家がつくり国民に刷り込んだ「食卓での家族団らん」像は、日本における「近代
家族」大衆化に少なからず影響を及ぼしたと考えらえる」（表 2010:142）と論じている。
「食卓での家族団らん」は、近代家族の象徴的な営みであることが分かる。 
山田昌弘によると、日本の近代家族の頂点は 1970～1980 年で、工業経済に支えられ誰も
が近代家族を形成しやすかった。その後、グローバル化や新自由主義などの影響により男性
の収入の不安定化が起こり、「近代家族規範が予定する生活を、経済的に形成・維持できな
い人々が大量に出現」（山田 2013:656）しはじめたという。山田は近代家族を「近代社会に
おいて人々を、経済的、心理的に社会的に包摂する装置」（山田 2013:649）としている。現
在も近代家族を形成・維持している人の割合は多いが、それが出来ないリスクも高まってお
り、「近代家族の内側にいる人」と「近代家族からこぼれた人」（山田 2013:660）という分
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裂が起きている状況があると論じている。 
この近代家族と子ども食堂の関係について考えてみたい。近代家族の大衆化に一役買っ
た「食卓での家族団らん」の実現期は、やはり近代家族を実現されていた頂点の時期でもあ
った。その後、家庭での食事が問題視される。言うまでもないが、1980 年代以降の子ども
の孤食への警鐘などは、近代家族の形成・維持が難しくなってきたことの現れでもあった。
当時は、家族、とりわけ食事作りの担い手を期待されていた主婦の食への姿勢が問題視され
ていたし（岩村 2003）、現在でもその傾向がないとは言えない。しかし、昨今、経済的な事
情により、家庭内で食を満たすことが困難な子どもがいることが見えてきた。「近代家族か
らこぼれた人」の存在である。近代家族の子どもとして期待されていた生活を送ることが困
難な子どもとも言える。共働き家族への支援策が十分とは言えず、食生活が整わない子ども
も同様であろう。このような子どもたちの可視化が子ども食堂活動の誕生のきっかけにな
っている。子ども食堂は、近代家族に期待されていた食生活が送れない子どもに対して食の
支援を行っている。 
 
4.2 家族に閉じていく「胃袋」から地域の人に気遣われる「胃袋」へ 
 表と同様に、近代から現代までの食のあり方の変遷に注目した湯澤規子は、戦後に実現し
た「食卓での家族団らん」を「食事が限りなく家族というまとまりで「閉じていく」変化」
（湯澤 2019:219）と捉える。 
湯澤は、食について「胃袋」に注目する。なぜなら、「胃袋」という臓器は、その持ち主
以外に代替出来るものではなく「個々の胃袋が誰かに気遣われている、あるいは関わりをも
たれることで、胃袋は社会へとつながる一つの経路となる」（湯澤 2018:268）からである。 
湯澤は、日本における近代を「胃袋の「孤立化」と「集団化」が同時に、かつ急速に進む
時代であった」（湯澤 2018:266）と論じている。湯澤によると、19 世紀末から 20 世紀初頭
に、かつてない速度で日本の人口増加がおこり、その増加した人口は、大正期から本格化す
る工業化と都市化により、農村から都市に流入した。その人たちは「基本的に食料の自給基
盤をもっていなかった」（湯澤 2018:266）ため、「胃袋の「孤立化」」が起こった。この移動
してきた「胃袋」を満たしていくために、食べるために集まる場所として「工場、軍隊、寄
宿舎、学校などの食堂、公営食堂や一膳飯屋といった各種の外食の機会と施設」（湯澤 
2018:267）が続々と登場した。これが「胃袋の「集団化」」である。その後、新しい食文化
に適合する家庭料理作りを家庭内で主に担当する主婦が一般化し、「胃袋は「家族」が面倒
を見るもの、という考え方が普及、定着していくことになった」（湯澤 2019:217）。 
湯澤に依拠すれば、戦前の都市に集中した労働者たちに対し、職場や地域に食の場が生ま
れ、家族を持たないものたちの食に対応をしてきた。食は集団の中にあったが、家族を持ち
家庭内で料理の担い手の主婦が一般化すると、食は家族という小集団の中に納まっていく。
その後、さらに家族内でも共食の機会が減ったり、共食していても別々のものを食べている
千葉大学大学院人文公共学府 研究プロジェクト報告書 第 355 集 pp.14-30 2020 年 
『移動と接触（2）』 
 
22 
 
など、「個化する家族」（岩村 2008:118）とも表現されるような状況が生まれていった。こ
のことは、「食卓での家族団らん」が推奨され、食が家族内に閉じていく中で、とくに子ど
もの食事は、家族内で満たされることが当然とされ、それが満たされないときには、家族、
とくに母親の食への意識などが問題視されるような枠組みの誕生にもつながっていく。 
本稿では取り上げないが、子ども食堂の活動者から「昔は、隣の家の人がご飯を食べさせ
てくれた」、「鍵っ子は、一人でご飯を食べることは目に見えていたので声をかけていた」と
いうような話を耳にすることがある。いつを「昔」というかは定かではないし、地域性もあ
ると考えられるが、このような発言を湯澤の視点から見てみると、以前は子どもの「胃袋」
は地域の人に見えていて、気遣ってもらえる存在であったと言える。しかし、徐々に家族に
閉じられていった「胃袋」は、地域の人から見えなくなり、気にかけられることが少なくな
った。 
子ども食堂は、子どもの食事空間を家の外に設けている。前述の近代家族に期待されてい
た生活を送ることが困難な子どもの「胃袋」の一端を、家族外の人が家庭外の場所で満たし
ているとも言える。子どもたちをはじめその場に来る利用者たちの「胃袋」は、家族以外の
人にも再び気遣ってもらえる。活動の担い手からすれば、家族以外の「胃袋」を公に気遣う
ことが出来るようになったとも言えるだろう。 
つまり、子ども食堂は「子どもの食事空間の増設」をしたことで、限定的ではあるが家族
内からの「食の移動」を引き起こしたのである。 
 
５ 「子どもの食事空間の増設」がもたらす可能性 
5.1 〈代替〉の位相を組み込むことで生まれた「ケア空間多元化モデル」 
「子どもの食事空間の増設」は、子ども・子育て支援にどのような示唆をもたらすのだろ
う。藤間公太は、子育ての社会化は「家族支援の拡充へと結実しつつあるが、そこでは子ど
もが家族のなかにいることが必然的に前提」（藤間 2017:2）になっていると、これまでの子
育ての社会化論の限界と、子育ての社会化が家族のケアを補う程度に矮小化するリスクが
あることを指摘する。そして「「子どものケアはただ 1 つの私的空間のなかで、特定の個人
（親）との愛情あふれる関係のもとで引き受けられるべき」という、ケア、私的空間、親子
関係という、子育てに関する 3 つの概念を一元的に括る規範が存在している」（藤間 
2017:152）と論じる。このケアに関わる機能が 1 つの空間に集約される状況を「ケア空間
一元化モデル」とする（藤間 2017:152）。 
そこで、藤間は社会的養護に注目し、子育ての社会化の〈支援〉の位相に（「家族の子育
てを支援する」）、〈代替〉の位相（「家族に代わって一定期間・あるいは恒久的に子どもを養
育する」〉）（藤間 2017:4）を配置することで、家族が前提となっていない子どもたちも含め
「すべての子ども」を対象にした子育ての社会化論を論じる。 
藤間によると「社会的養護の環境を家庭化すべきという言説が近年強まってきて」（藤間
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2017:35）おり、現在「子育てをめぐる社会化言説と家庭化言説が併存」（藤間 2017:139）
している状況がある。社会的養護の家庭化論の根拠は「施設養護における集団性への批判」
（藤間 2017:140）で、施設養護の集団性の「個別的なケア関係の一貫性が担保されにくい」、
「子どもが個々に尊重されない」ということへの批判である（藤間 2017:140）。しかし、自
身の調査より、施設養護の集団性の機能の有効性を次のように言っている。施設職員の集団
性の有効性ついては、施設職員同士で相談がしやすく若手の職員のバーンアウト防止効果
や、日常的に複数の職員がいるため職員と子どもとの距離感の分散化があり、子どもとある
職員との関係悪化があっても他の職員との関係の中で問題が解消していく側面をあげてい
る（藤間 2017:141）。子どもにとっての集団性は、複数の子どもがいることで「「ヨコの関
係」や「ナナメの関係」が可能になる子どもの社会化」（藤間 2017:142）に有効であった。
施設養護の「職員が連携して子どもを見ることで、また複数の子どもが緩やかな序列を伴う
関係性を形成することで、子どもがそれぞれの状況に応じたケアが担保」され、「集団こそ
が可能にする個別性の保障が明らかにされた」（藤間 2017:146）と論じる。 
ただ、施設の退所前後は多くの問題が顕在化するという。退所後の支援体制の不十分さや、
もともとの家族関係などが原因にあげられているが、「家庭復帰するにしてもしないにして
も、家族で担われるとされるケアの機能を社会に多元的に配置しない限り、退所後の子ども
の生活は安定しない」（藤間 2017:153）と指摘する。 
藤間は、調査から確認された「集団性が支援において積極的な意味を持っていることと、
退所後の子どもの社会生活に困難があること」（藤間 2017:142）や、「子ども虐待や高齢者
虐待、DVやモラルハラスメントなどについての研究が明らかにしてきたのは、家族だけで
は個人ニーズを充足できないという事実」（藤間 2017:143）を念頭におく。そして、「家族
こそケアの「望ましい」場」（藤間 2017:146）とする規範を超え、「「家族」、そして、それ
に限らず子どものケアを担うあらゆる集団に対して、複数のアクターが関与出来る社会が
必要である」（藤間 2017:151）と論じる。そこで提示されるのが「ケア空間多元化モデル」
である。藤間は、これまでもケア機能の多元化は論じられてきたものの（渡辺 1999）「そう
した機能を担う空間そのものを多元化することは、あまり論じられてこなかった」（藤間 
2017:154）と指摘する。 
「ケア空間多元化モデル」は「常態的に複数のアクターが子育てに関わっているモデル」
（藤間 2017:153）である。措置前から児童相談所の介入、措置時、退所後という 3 場面が
示され、アクターとしては原家族、学校、地域住民、児童相談所、児童福祉施設が想定され
ている（藤間 2017:154）。このモデルでは「家族や施設という「核となる私的空間」の境界
線が弱まることで、複数のアクター間を子どもが自由に行き来することも可能」（藤間 
2017:153）にする。 
藤間の言うように、ケア機能の空間を多元化し、頼ることの出来る空間を社会に配置し、
たとえば施設退所後に直面する「家族か自立か」という厳しい選択を支える「頼っていい場
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所は１つだけ」（藤間 2017:152）という規範を相対化していくことは、すべての子どもにと
って有益であると考えらえる。 
ただ「ケア空間多元化モデル」は、子どもの年齢に関係なく成立するのか、また、社会的
養護では原家族が機能していないことが想定されるが、親がコーディネーター機能を果た
している状況のときに、子育てに関わる行為の選択責任をどのように分散するのかなど疑
問もある。しかし、本稿で扱っている子ども食堂は開催頻度も低く、現在は常態的なアクタ
ーとは言い難く「ケア空間多元化モデル」がそのまま適応出来るとは考えられない。そのた
め、ここではモデルの成立する要素などの分析については立ち入らないが、「ケア空間多元
化モデル」のケア空間が多元にあること、その空間を子どもが自由に行き来することが出来
ることなどに着想を得ながら、子ども食堂の「子どもの食事空間の増設」の側面について捉
えてみたい。 
 
5.2 ケア空間としての子どもの食堂 
本稿では、子ども食堂を限定的ではあるが「子どもの食事空間の増設」「食の移動」と捉
えた。それまで子どもの食事は、前述したように基本的には家族（お弁当や外食を含む）や
保育園等を含む家族ケアの代替機関、一定の年齢になれば家族と学校で満たすことを求め
られ、完結してきた。そこに、子ども食堂の登場することで、新たな子どもの食事空間が出
来たことになる。 
子どもが子ども食堂を利用することは、子どもの年齢にもよるが、実際的には保護者がそ
の利用の可否を決めていることが多いように予想される。また、乳幼児が利用したいときは、
保護者と参加することが多いだろう。しかし学童期以上で、中間支援者がめざすような子ど
もが通いやすい範囲に子ども食堂があれば、理念的には、子どもが選択して決定し、利用す
ることも可能である(8)。家族内と学校等以外に子ども食堂として出来たことで、理念的には
子どもが自由に行くことが出来る子どもの食事空間が創出されたと捉えられる。 
この食事空間はケア空間と呼べるだろうか。稲葉昭英はケアを「他者の福祉の実現ために、
他者の様々なニーズを充足する行為および対応」とし、この定義であれば「他者に依存性が
大きい時に介護・育児などの強いケアが含意されるが、他者に依存性が小さな場合でも相手
への配慮や気遣いといった弱いケアが対応することになる」（稲葉 2013:228）と言ってい
る。子育てそのものはケアである。食事に焦点を合わせると、食事の世話をすることは常態
的であれば「強いケア」と言えるし、単発的な食事提供であっても、その人の「胃袋」を気
遣い、そのときの空腹を満たすことはケアと言えるだろう。稲葉のケアの定義に依拠し、こ
の新しい子どもの食事空間はケア関係のあるケア空間とする。 
その空間で、子どもは家族以外の人から「胃袋」を気遣われる。それは 3 食の食事を 365
日保障されるような「強いケア」とは言えないが、頻度の低い食事空間だとしても食事提供
を通じた「弱いケア」にはなっている(9)。理念的には、子どもが選択出来る食事空間の創出
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により、子どもの食事空間が多元化し、そこには、ケアの強弱があるにせよ、ケアの受け手
を中心にしたケア関係があり、ケア空間が多元化したとも言える(10)。 
藤間の「ケア空間多元化モデル」は、ケア空間が一元化することの弊害を乗り越えるため
の構想である。前述したようにケア機能の多元化も重要である。また、家庭内に支援が入っ
ていくことにも意義がある。たとえば、家に支援者が来て、子どもの食事のケアをすること
も有効である。しかし、家庭内で行う支援だけが拡充するようになると、ケア空間の一元化
が進む可能性もある。それでは「子どものケアはただ 1 つの私的空間のなかで、特定の個人
（親）との愛情あふれる関係のもとで引き受けられるべき」という規範の乗り越えや、子ど
もが選択出来るケア空間の創出にはつながらない。 
このような観点からみると、子ども食堂はケア空間の多元化に寄与している。「強いケア」
とは言えないが、複数の子どもや大人がいることやケアラーの負担を減らすなどの利点を
有している。そのため、子ども食堂は、ケア空間の一元化の弊害を緩和し、一元化を支える
規範を相対化させる可能性をもつ活動として捉えることが出来るのではないか(11)。 
 
６ おわりに 
本稿では、子ども食堂活動の限定的ではあるが子どもの食事の支援をしていることに注
目し、子ども食堂の子ども・子育て支援の側面を捉えることを試みた。子ども・子育て支援
は制度としては「子育ての社会化」として展開されているが、先行研究では、その理念と実
態にズレがあり、そこには子育ては家族で行うのが望ましいという規範の相対化が図れて
いるといえない状況が指摘されていた。子ども食堂活動の前提にもなっていて、私たちに強
いイメージをもたらしている「食卓での家族団らん」は、明治期から作れてきたものであり、
近代家族の象徴的な営みであった。この営みの大衆化により、食が家族に閉じられていった
様子を概観し、そこに生まれた子ども食堂を「子どもの食事空間の増設」により「食の移動」
を引き起こした活動として位置付けた。この「子どもの食事空間の増設」という子どもの食
事の支援のあり方を捉えるために、子育ての〈支援〉の位相に〈代替〉位相を組み込むこと
で提案された「ケア空間多元化モデル」に注目をした。このモデルに着想を得て、子ども食
堂の活動がケア空間の多元化に寄与しており、ケアが家族に一元化することの弊害を緩和
し、「家族こそケアの「望ましい」場」という規範を相対化させる可能性を持ちうることを
示唆した。 
ただ、子ども食堂は、制度外のボランタリーな活動である。子ども食堂を上記のような機
能を持つものとして捉えることは、担い手の意に反しているかもしれないし、担い手の負担
の増強や活動継続の不透明性などから適切とは言えないかもしれない。また、子ども食堂は
「あくまでも個人ベースのボランタリーで同時多発的な運動であり、公共性を担保するこ
とを目指していない」（松村 2018:63）という活動者からの声もあるし、活動者によって活
動の目的が異なることもあるだろう。活動者の意見は充分に尊重される必要がある。しかし、
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この活動は、子どもの貧困や子どもの食の状況を見過ごせないという思いから生まれた活
動で、社会現象と言われるまでの広がりを見せており、活動から与えられる示唆はあるだろ
う。 
「子育ての社会化の実態と理念は、近代社会を構成している公的領域と私的領域の区分
の再編成という論理的な含意を持っている」（松木 2013:41）ため、社会構造の大きな転換
につながる。「ケア空間多元化モデル」を目指すには、家族の脱中心化の進行が必要となる。
前述した表の指摘にもあるように、国家の理想とする家族像の「食卓での家族団らん」は、
長い間かけて普及されてきたが、その実現期は約 30 年であった。いまやその維持が難しい
状況にある「食卓での家族団らん」像について、表は「人々の意識のなかにのみ存在したと
っても過言ではない」（表 2010:167）と指摘する。 
実際の子ども食堂は、意識の中の「食卓での家族団らん」像の維持に関係しているのかも
しれない。しかし、少なくとも家族の外の空間で行われているため、ケア空間の一元化にも
関わっている近代家族の象徴的な営みである「食卓での家族団らん」の相対化につながる可
能性もある。 
そのため、子ども食堂がケア空間の多元化に寄与するならば、実際に子ども食堂活動の担
い手が、自分たちの活動と家族による子育ての関係をどのように捉えているのかを探るこ
とも 1 つの鍵になるだろう。食の提供の頻度は低いため、家族機能の補完にとどまり家族
主義の維持に貢献しているのか、それとも子どもへの直接の食事の支援でもあり、家族主義
を相対化していこうとしているのだろうか。今後の課題としたい。 
 
 
注 
(1)朝日新聞 2019 年 4 月 4 日夕刊。 
(2)前述した全国でのイベント開催の活動から発展した「広がれ、こども食堂の輪！こども
食堂サポートセンター」や、子ども食堂に関して積極的に発信をしている湯浅誠が理事
長を務める「NPO 法人全国こども食堂支援センター・むすびえ」（2018 年）も立ちあが
っている。また活動者自身のネットワークとしては、2019 年に大高生の全国ネットワー
ク（東京新聞）、2020 年には「こども食堂実践者の会」も立ち上がっている（こども食
堂実者の会 Facebook より）。 
(3)たとえば、子ども食堂活動への助成事業（キユーピーみらたまご財団 HP）や現在活動し
ている実践者を中心としたネットワークづくりのための全国研修会開催助成事業（キリ
ン福祉財団 HP）、「赤い羽根福祉基金」を通じた企業から全国の子ども食堂への寄付（ア
サヒ飲料 HP）、また各地域の企業による地元の子ども食堂支援の実践が報告されている
（むすびえ HP）。 
(4)内閣府 HP「これまでの少子化対策の取組」より 
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(5)両調査とも直近の国民生活基礎調査の対象から抽出しているが、「児童環境調査」は「全
国の満 3 歳から中学 3 年生までの児童のいる世帯を対象」とし、当該児童のいる世帯及
びその世帯にいる小学校 5 年生から中学校 3 年生までの児童を客体としている。一方、
「全国国民家庭児童調査」は、「全国の 18 歳未満の児童」のいる世帯を対象とし、「18 歳
未満の児童のいる世帯及びその世帯にいる小学校 5 年生から１8 歳未満までの児童を客
体」としている。（厚生労働省 HP） 
(6)表が扱った雑誌は、近代的家庭論を唱える雑誌のみでなく、国家主義的良妻賢母の雑誌
も含まれている。（表 2010:54） 
(7)表によると 2 度目の低調から興隆については、男女共同参画の高まりにより、あるべき
家族像の提示の回避がおこり低調し、その後の興隆については 2005 年の食育基本法の
成立や教育基本法改正案による家庭教育の重要性が謳われた条文が影響していると分析
している（表 2010:129）。 
(8)既存の児童館やプレーパークも同様な位置にあるだろうし、特に子どもにとって遊びも
欠かせない営みではある。ただ、食事の提供が子ども食堂の特徴であり、食は、生命の
維持にとってもケアの中の重要な位置にあるため、ここでは子ども食堂を中心に考えた
い。 
(9)実際の子ども食堂が子どもたちにとって有益になっているかは、検証が必要になる。子
ども食堂での大人の理想を子どもに押しつける可能性も指摘されている（三宅 2016）。
2019 年には子ども食堂運営者による子どもへの暴行もあった（神奈川新聞）。「おしゃべ
りをやめされるため」とのことで、これも行き過ぎた大人の理想の押し付けでもある。 
(10)活動者自身も自分たちの団体が孤立しないように、地域の民生委員や学校、社会福祉協
議会、行政、他団体との連携をはかっているところもある。そのため、もし「強いケア」
が必要な子どもに出会った時は、より適した空間につなぐ機能も考えらえる。 
(11)子ども食堂を「ケア空間の多元化」と捉えることは、子ども食堂の 2 つの意義である「子
どもの貧困対策」と「地域交流拠点」や「地域づくり」を無効にするものではないと現
時点では考えている。たとえば、子どもの新しい食事空間ができたことで、家族内での
食事が十分でない子どもの食事は、子どもが選択し食堂に行くことができれば、たとえ
1 食だとしても、家族以外のアクターによって満たすことができる。つながりや経験の
貧困からみれば、子ども同士の関係を築くことや、食堂によっては、高齢者や学生、単
身者など、さまざまな属性を持つ人たちが担い手や利用者として登場し、関係づくりの
きっかけや自分の家族の相対化の機会にもつながる。そして、そのような空間が地域の
あちこちに配置されることは、「地域交流拠点」や「地域づくり」につながると考えられ
る。ただ「ケア空間の多元化」の更なる分析や、子ども食堂が「子どもの貧困対策」に
対して何を担うかということや、どのような地域づくりを想定するかにもよるため、詳
細については今後の課題としたい。 
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